
 
 

構 造 改 革 特 別 区 域 計 画 
 
 
 
１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称  
     北海道余市郡赤井川村  
 
２ 構造改革特別区域の名称  
   赤井川村農村再生特区  
 
３ 構造改革特別区域の範囲  
   北海道余市郡赤井川村の全域  
 
４ 構造改革特別区域の特性  
     本村は北海道の南西部、後志支庁管内の北部に位置し、四方を山に囲まれたカルデラ状
の地形を成し、連山を境に札幌市、小樽市、余市町、仁木町、倶知安町及び京極町の２市
４町と接している。大消費地札幌市までは片道７４ｋｍと車で１時間３０分程の距離に位
置し、総面積２８０．１１ｋ㎡の内８６．６％に当たる２４３ｋ㎡が森林面積となってい
る。   
農地面積は１，１３０ｈａと道内では比較的小規模であるが、明治３２年開村以来１０５年目を
迎え、この間幾多の冷災害を克服しながら農業を基幹産業として発展してきた村である。 
作物は、土地利用型として水稲、馬鈴薯、かぼちゃ、スィートコーン、ブロッコリーを

主体に、畑地かんがい施設の整備に伴いビニールハウスを利用したトマト、ピーマン、花
卉の生産量が拡大傾向にあり、村としても単独事業を展開しながら集約型農業への転換を
図ると共に、独自の販売ルートを拡大させ、安定した農業経営を継続させるため、ＪＡや
生産組織と連携し首都圏生協への販促活動を展開し、成果も見えはじめている。  
しかし、人口が１，３４８人、世帯数５７９世帯と道内でも５番目に小さい村であり高

齢化も進行し、平成１５年１０月末現在の高齢化率は２５．２％である。ただこの係数は
平成３年に村内に開業した通年型のリゾート企業の独身世帯がカウントされているため
であり、これらを除くと実質高齢化率は３５％となっている。  
また、農家戸数においても、過去１０年間で５３戸が減少し、平成１４年３月末では１

２８戸、経営主の平均年齢は６０歳に達している。  
このような状況を踏まえ、村では平成５年度より新規就農希望者の受け入れを開始し、

平成７年度には「赤井川村新規就農者育成に関する特別措置条例」を制定するなど、独
自の受け入れ体制を整備することにより、後継者対策、担い手対策に取り組み今日まで
７戸が新規就農者として定着している。  
しかし、本年度１０月に農業委員会が実施した調査結果では、１７３ｈａ（１５．３％）、

が遊休化しており、現状の新規就農への取り組みや既存農家への流動化では利用を図るに
は限界があり、農業経営形態と農地利用を考慮した、新たな受け入れ体制の整備や事業の
実施が必要となっている。  

 
 
 
 



５ 構造改革特区区域計画の意義   
本村は、純農村として農業振興に重点を置いた施策を推進しており、作物の生産分野

においては、国営土地改良事業で整備した畑地かんがい施設を活用し、施設栽培を取り
入れた収益性の高い農業経営を目指し、販売分野においては売り先の安定確保の観点か
ら首都圏生協をターゲットに販売戦略を展開している。  
特に生協との取引においては安全・安心が求められることから、生産現場における安

全・安心への取り組みは土づくりや減農薬をはじめ、トレーサビリティーの徹底といっ
た活動に結びついている。また、農業体験やもぎ取りツァーなど観光も取り入れたなか
で、消費者に生産現場を実際に感じてもらい、農家との交流から赤井川村農産物の信頼
性確保にも努めている。特に平成１５年度より積丹半島周遊ツァーに組み込んだアスパ
ラの収穫体験には、道外から５千人の方に訪れて頂いた。  
このような取り組みも、本村が札幌市や小樽市に近いといった立地条件が功を奏した

ものと思われるが、この立地条件が、新たに農業へ挑戦してみたいといった希望者にも
魅力のひとつとなり、新規就農に関し年間２０件以上の問い合わせがある。  
村としても、絶対的後継者不足と高齢化により農地の遊休化が益々進展すると見込ま

れることから新規就農対策には積極的に取り組んでいるが、研修先の確保や受け入れ施
設の問題、下限面積に見合った就農地確保の問題から、年間２～３件程度の受け入れし
か行えないのが実態である。  
また、近年は人生観や価値観の変化により新規就農の希望形態も、農業を生業として

考えるより、退職後の第２の人生としての選択や、農的暮らしを主目的に農業に携わり
たいといった相談が多く、これらに対応するためにも下限面積の設定を緩和し、就農し
やすい環境を創ることが求められている。  
本村のように、新規就農者が地域の担い手として、既存農家と共に生産活動や地域活動

に取り組んでいる実績がある地域であっても、現状の制度では限界があり一層の条件緩和
が新たな取り組みを生み出す起爆剤になると確信している。  
この新たな取り組みが、農地の効率的な活用と地域の活性化を生むことが証明される

のであれば、農地政策の新たな展開としても期待出来る。  
 
６ 構造改革特別区域計画の目標  

本計画は、既存農業者間では解消が見込めない１７３ｈａの遊休農地と経営主の平均
年齢が６０歳と高齢化が進展している現状を踏まえ、新規就農希望者が農業参入する際
の初期投資の軽減を図り継続的な営農を実現できる条件を整えることを基本とし、定住
人口の増加を図り、活力ある農村コミュニティーを再生させ「魅力ある農業・農村地域」
として発展させることを目標とする。  
この目標を実現させるため、構造改革特別区域の指定を受け、特定事業として農地の

下限面積要件を緩和し、新規就農希望者の農地取得等権利設定に係る条件緩和を図るこ
とで、農業に参入しやすい環境を整えると共に、農地の効率的活用により保全管理が適
切に行われるよう誘導する。  
具体的な対応として、現在「赤井川村新規就農者育成に関する特別措置条例」で義務

付けている２年間の研修制度を緩和し、就農しながら研修を受ける制度や保全管理を主
とした耕作を認める権利設定等新な受け入れ方法を導入する。  
更に、実技研修に当たっては、新規就農希望者が取得する農地を抱える農事組合単位

で支援体制を整え、地域が責任を持って支援する仕組みを構築する。  
学科研修に当たっては、村、農業委員会、農業協同組合が連携し、農業改良普及センタ

ーの支援を仰ぎ定期的に実施する。  
このように、新規就農希望者が早い段階で「地域の仲間」として受け入れられる体制



を整えることにより、新しい人材が地域内に活力を与え停滞している地域活動を活性化
させる起爆剤となると共に、地域内農地の流動化が促進され、優良農地の確保と遊休農
地の解消が図られるものである。  

 
７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果  

本村における遊休農地は平成１５年度調査で１７３ｈａ存在しており、内１１５ｈａ
は荒廃化が進んでいる。また、５年後には６ｈａ程度の遊休化増が見込まれ、このまま
では更に増加する傾向にある。  
本計画の実施により、現在の新規就農希望者の受け入れ体制では難しかった小規模帰

農タイプであるＵ・Ｉ・Ｊターンの対応や余暇農業指向タイプの受け入れが可能となり、
年間２～３戸、遊休農地１～２ｈａ程度の解消が見込め、計画対象分目標として５年後
の平成２０年には１５戸、１０ｈａ程度の遊休農地の解消が期待できる。  
また、現在平成１６年度に向け３戸の就農相談があり、農家民宿や農家レストランの

開設を計画している者や学校教育に携わって来た経験から、都市部の子供達に農業体験
を行えるプログラムを計画している者もおり、これらは村が推進している観光とタイア
ップした農業振興とも結びつき、新たな事業としての展開も期待できる。  
更に、地域に人が増えることにより、マンネリ化した地域活動を活性化させるこがで

きる。  
このように、短期間において事業効果を発揮することが期待できる本計画は、本村の

みならず高齢化や担い手・後継者不足、農地の遊休化の増大に悩む全国の都市近郊型農
村のモデル的な事例として各地に普及することで、農業の持つ多面的機能が見直され、
環境の保全や食料自給率の向上など、都市住民を含めた社会全体に貢献するものと期待
できる。  

 
８ 特定事業の名称  

１００６ 農地の権利取得後の下限面積要件の特例設定基準の弾力化による農地の利
       用増進事業  
 
９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に関連す
る事業、その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項   
①「赤井川村新規就農者育成に関する特別措置条例」に定める就農制度の拡充  

現制度は２年間の研修を受けることにより、農地の取得等権利設定許可を受け就農
でき、農地取得時の資金支援等を受けられる制度であるが、この制度を利用しないで
就農したいという希望も増加していることから、３年間の自主研修や遊休農地の耕作
による保全管理等一定の条件を付すことにより、参入初年目より農地取得等権利設定
を可能とする。  

②新規就農希望者に対する誘致活動の促進  
村のホームページ、北海道担い手育成センターのホームページにおいて内容を周知

すると共に、就農相談の際に、受け入れ方法の拡大について広くＰＲし、今まで以上
に積極的な受け入れを行う。  

③村、農業協同組合、農業委員会、地区農事組合による農地流動化の促進  
遊休地の解消を図るため、新規就農希望者の土地利用条件に即した農地を的確に把握

すると共に、地区農事組合として地区内合意に基づき就農後の支援体制の確立に努める。 
 

別紙 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業の
内容、実施主体及び開始の日並びに特定事業ごとの規制の特例措置の内容  



 
別紙  
 
１ 特定事業の名称  

１００６ 農地の権利取得後の下限面積要件の特例設定基準の弾力化による農地の利
用増進事業  

 
２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者  

赤井川村の農地の権利を取得する者  
 
３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日  

構造改革特別区域計画の認定の日  
 
４ 特定事業の内容  

構造改革特別区域計画の認定の日から、赤井川村において農地の権利を取得する者に
対し、農地の権利取得後の下限面積要件を現行の２ｈａから３０ａに緩和する。  

 
５ 当該規制の特例措置の内容  

本村の農家戸数は１２８戸、農地面積は１，１３０ｈａで遊休農地を除く平均耕作面
積は７．５ｈａである。平成１５年１０月に農業委員会が実施した調査結果により遊休
農地は１７３ｈａあり、その他に緑肥による輪作や牧草畑化による保全管理としている
農地が１２２ｈａとなっているが、これらの一部も今後遊休化する可能性を秘めている。 
高齢化の状況は、平成１５年１０月末現在の高齢化率で２５．２％となっているが、

この係数には村内でスキー事業を主体に展開しているリゾート企業に勤める独身世帯が
含まれ算出されており、これらを除く実質高齢化率は３５％に達している。 
農業後継者においても極端に少なく、就農済みと就農見込みを加えても７戸程度のた

め世代交代は進まず、現在取り組んでいる新規就農者の参入を加えても経営主の平均年
齢は６０歳に達している。  
さらに、調査の結果から今後の農地利用の意向として、先に記述した２９５ｈａの所

有者は５年後自分で農地利用を継続することが不可能であると感じている。 
また、村内の作物形態も機械化による土地利用型から所得率が高いビニールハウスを

活用した集約型作物形態に移行しており、認定農業者２０名の中でも水田の規模拡大を
希望するものが３名程いるが、残り１７名は経営規模の現状維持、若しくは集約型作物
形態への更なる移行により所得向上を目指している。 
以上のような状況から地区内で遊休農地を流動化させる見込みは立たず、逆に増加し

てしまうことが懸念されていることから、村内全域を特別区域とし、２９５ｈａの農地
を新規就農希望者の受け入れ拡大対象地として有効活用することは、本村の農業上の効
率的かつ総合的な農地利用の確保に支障を生ずるおそれがないと認めらる。  
このため村及び農業委員会としては農地法施行規則第３条の４において特例措置を講

じ、新規就農者希望者の受け入れ方法を拡大し、都市住民が農村で第２の人生を送るこ
とができる条件を整えるといった観点に立ち、現在までの相談者の意向と農業委員会の
意見を踏まえ、既存農業者の経営形態を参考に、労働力が２人～３人のビニールハウス
における野菜栽培を想定し、１棟３６０㎡のハウスが９棟～１０棟設置出来る規模とな
る３０aを下限面積に定め、現行の２ｈａを３０ａに緩和する。  

 
 




